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日 時：2010年１月23日(土) 14：30～16：00

会 場：九州産業大学

基調講演：渡 邊 あ や (熊本大学教育機能開発総合研究センター)

登 壇 者：渡 邊 あ や (熊本大学教育機能開発総合研究センター)

桑 原 広 治 (熊本県人吉市立中原小学校)

井 上 豊 久 (福岡教育大学)

司 会：永 田 誠 (西九州大学短期大学部)



１. フォーラム設定の意図

� 学会・研究大会の歴史的展開

1999年の福岡県庄内町生活体験学校での実践交流

会を契機として､ 2000年３月に設立された日本生活

体験学習学会も早10年を経過した｡ これまでの研究

大会でのシンポジウムテーマを振り返ってみると､

設立当初から第４回大会あたりまでは生活体験にお

ける原理を問うテーマが多く見られる｡ しかし､ 第

５回以降､ 特に九州各地で研究大会が開催されるよ

うになった第８回以降は､ 各地の特色を踏まえつつ､

生活体験の内容･方法・支援体制に関するテーマが

多く散見されるようになる｡ つまり､ 設立当初の

｢生活体験とは何か｣ という概念・理論に関する議

論の蓄積が､ 現在の学会及び生活体験学習に関する

実践へと昇華していく過程と見ることができるので

はないか｡

しかし､ 現実社会を見ると､ この10年は､ 生活体

験はもとより､ 子どもの教育や彼らを取り巻く教育

環境･機能が大きく変容した時期でもあった｡ これ

について学会の研究担当理事でもある古賀は次のよ

うに総括する１)｡

本学会の10年は､ また ｢教育改革｣ の10年でも

あります｡ 1999年､ 生涯学習審議会答申 ｢生活

体験・自然体験が日本の子どもの心をはぐくむ｣

が発表され､ 生活体験等の機会提供､ 体験学習

プログラムの開発などの課題が提起されました｡

2000年には学習指導要領が改訂され ｢総合的な

学習の時間｣ が新設されるなど､ ｢体験活動｣

の大きな可能性が強調されました｡ このことは､

2006年に改正された教育基本法でも第２条 (教

育の目標) で理念としてうたわれ､ 改正学校教

育法も第21条､ 第31条で ｢体験活動の充実｣ を

はかるとしております｡ 新しい学習指導要領で

も､ ｢生きる力｣ の重視には変わりありません｡

こうした政策的潮流の変化は､ 生活体験学習や通

学合宿に対する事業予算及び人的配置にも影響を及

ぼし､ その主体も多様性を増す結果をもたらしたの

である｡

� 10年目を迎えての新たな挑戦

学会設立以降の変遷の中で､ 今回の第11回大会の

位置づけを改めて見てみると､ 今回の研究大会が､

学会及び生活体験学習の理論構築の過程において重

要なターニングポイントとなることが推察される｡

改めて設立当初に立ち返ると､ 生活体験学習学会は

｢実践｣ と ｢研究｣ を学会の両輪とすることを理念

的支柱として立ち上げられた｡ その点において､ 本

学会は他の多くの学会とその性格に一線を画すと共

に､ 特徴でもある｡ したがって､ 10年を迎えた今こ

そ､ 再度､ その理念的支柱に立ち返り､ 且つ､ これ

までの実践の成熟及び変化への対応を総括しつつ､

社会における新たな理論提起を行う時期にあるので

はないだろうか｡

｢生活体験学習学｣ 構築に向けた意味と課題を問

うためにも､ 再度､ 実践を基盤とした理論構築を志

向する段階に来ていると言えよう｡ 具体的には､ 教

育基本法の改正､ 知識基盤社会への移行と学力の国

際的枠組みの再検討が議論される時代的変化へ対応

しつつ､ これまでの理論的蓄積に立った新たな研究

視角の創出が求められる｡ 特に､ 改正教育基本法第

13条の ｢学校､ 家庭及び地域住民等の相互の連携協

力｣ を踏まえた ｢生活体験学習における学校教育と

の接点形成｣ は､ 単なる実践に対する対処療法とし

てだけでなく､ 新たな主体の創出と教育成果の可能

性を有するのではないだろうか｡

本学会では10年目を迎えての新たな挑戦として､

フィンランドという海外の事例に学ぶことにより､

子どもの学力と生活体験の関連性についての議論を

行うこととした｡

２. フィンランドへの着目

フィンランドは､ ����の���	2003調査におい

て ｢学力世界１位｣ の称号を得て以来､ 教育界にお

ける注目を一手に集めている｡

フィンランド教育における特徴として､ 国は子ど

も全員に均等な教育を受ける機会を提供し､ その結

果､ 子どもは自己評価ができ､ 自己肯定感があって

将来社会的に役立つことができる人間に成長するこ

とを目指した教育制度である点であり､ 言い換える

ならば､ ｢落ちこぼれ｣ を出さないことに重点を置

いた比較や競走と無縁の教育なのである｡
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こうしたフィンランドの教育の特徴は､ 現在､ 日

本における学力低下論において一部見られる知識詰

め込み型やエリート養成型の学力向上方策とは､ む

しろ正反対の性格を持つものと言えよう２)｡

｢学力世界１位｣ だけが注目されがちであるが､

フィンランドの教育には､ こうした特徴を有するべ

き必要性と個人を大切にする社会的なコンセンサス

の形成､ そして､ そのための試行錯誤があったはず

である｡ 事実､ 人口と���が日本の北海道とほぼ

同じフィンランドは､ 1980年代以降､ 農業と林業中

心から､ 携帯電話の生産量が世界１位になるなどの

ハイテク産業を基幹とする工業先進国へと著しい変

化を遂げることに成功しており､ ヨーロッパ内でも

有数の経済大国へと変貌した要因として高い教育水

準は欠かせなかったと言われる｡

３. フォーラムの概要

� 基調講演：渡邊 あや

(熊本大学教育機能開発総合研究センター)

まず､ 渡邊氏から､ フィンランドにおける地域的

特色及び教育体制についての概論的な説明が行われ

た｡ 教育に関する特徴としては､ ①公立学校中心で

あること､ ②単線型且つ能力別学級編成を廃止した

ことなどから非選別型の教育体系であること､ ③無

償性やバイリンガルな学校教育といった ｢公正｣ に

配慮した教育であることの３点が提起された｡

その上で､ ����における好成績の要因として

｢卓越性｣ と ｢平等性｣ を挙げ､ 子ども間の格差が

小さいためであったと分析した｡ 加えて､ フィンラ

ンドがここまで国際的な注目を集めたのは､ 教育の

｢平等・公正｣ と ｢卓越性｣ を同時に実現すること

こそ､ すべての国の教育にとって夢であり､ フィン

ランドは最も近づいている国の一つであるからであ

ると説明した｡ そして､ そうした教育を実現したの

が､ 国家的取り組みとそれを具現化する ｢優れた教

員｣ の養成とそれによる教員の社会的評価の高まり

であったと論じた｡

まとめにかえてフィンランド教育からの示唆とし

て､ ① ｢平等｣ (機会均等な社会の実現) という社

会的コンセンサスの形成とゆるぎない教育への信頼

の再生と､ ②社会的・国家的ビジョンに基づいた制

度設計の必要性が提起された｡ フィンランドでは､

｢プー (���；豊かな森林資源) とパー (���；恵

まれた人的資源) の国｣ と呼ばれる社会民主主義レ

ジームが国民・国家全体で共有されており､ 他の国

で追求されたような最低限のニードを基準とした平

等ではなく､ 最も高い基準での平等を推し進めるよ

うな福祉国家を実現しようとする考えに基づいた国

家政策及び国民生活の制度設計が行われていること

は､ 日本における教育を考える上で､ 大きな示唆を

含んだものであった｡

最後に､ 当日の参加者より基調講演についての感

想を寄稿いただいたので､ ご紹介させていただきた

い｡

＜フロアからの感想＞

｢学力下位層の子ども｣ を大切にする教育

渡邊あや先生の講話は､ いま ｢学力低下｣ 論

が喧しい日本の教育界で大きな話題となってい

るフィンランドの教育について､ 実際に関わっ

た経験に基づき､ きわめて示唆に富んだお話で

あった｡ 特に興味深かったことは､ ｢学力下位

層の子ども｣ についての発言である｡ 下位層の

子どもの得点が非常に低い､ すなわち上位層と

の ｢学力格差｣ が大きい日本に対し､ フィンラ

ンドでは下位層の得点が相対的に高く､ 教育の

支援体制も底上げを図ることで全体としての到

達度を高めていると指摘された｡ そして､ その

ための ｢目が届く｣ 教育環境の整備であり､ 補

助指導員 (学校アシスタント) による教室内学

習指導である｡ こうした教育行政による手厚い

条件整備や学校アシスタントなどの人材育成､

そして国民が持つ伝統的な教育観があって､ い

まのフィンランドの教育が生み出されてきたこ

とを認識することができた｡ まさに､ 日本生活

体験学習学会にとって ｢最高の基調講話｣ を拝

聴できたと感謝している｡

古賀 倫嗣〈熊本大学〉

� フォーラム ｢フィンランドに学ぶ教育と学力｣

渡邊氏よりの基調講演を受けて､ 学会員を登壇者

に交えてフィンランド教育から日本の教育及び生活
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体験学習は何を学ぶべきかについてのフォーラムを

行った｡

フォーラムでは冒頭に述べた設定の趣旨について

説明及び登壇者の紹介を永田より行った後､ 大きく

３部構成で進行を行った｡

まず第１部では課題提起として､ 井上氏､ 桑原氏

より ｢日本の子どもの学力と生活体験の現状と課題｣

について具体的なデータや日々の教育実践の事例を

もとに解説いただくとともに､ 渡邊氏からは ｢日本

とフィンランドの子どもの育ち｣ の違いについて論

じていただいた｡

井上氏からは､ 学力低下が､ 生活・人生の ｢幸せ｣

感や体力の低下にもつながっている現状､ 共通の体

験の欠如やコミュニケーションの低下といった問題

状況が日本の子どもの生活全体に浸透しつつあるこ

とが報告された｡ それを踏まえ､ 学ぶ力､ 五感力､

意欲・関心の育成 子どもを総合的に育てる必要が

あると指摘し､ いかに ｢一人前の大人｣ を育ててい

くかを子どもの主体性を保障しつつ構想する必要性

が提起された｡

桑原氏からは､ 学校は ｢学力｣ を育てる場であり､

活用力の低さに対して対応しているはずが､ 活用力

が上がらないジレンマという問題状況を報告し､ 子

どもの様子から① ｢聴く｣ 力の欠如；正解を求める

教育による信頼関係の喪失､ ② ｢つなぐ｣ 力の欠如；

ワンパターン化の授業と具体性に欠ける発問・意見､

③ ｢生活基盤｣ の低下；体験と知識の不一致が､ そ

の背景にあるのではないかと指摘された｡ そこから

家庭・学校・地域の連携の必要性､ 助け合い､ 学び

合いの関係の再考が学力向上には不可欠であると提

起した｡

渡邊氏からは､ 基調講演を受けてのフロアからの

質問に回答する形で､ 少子高齢化により出生率は向

上しつつあるが､ 保育所がパンク状態であること､

不登校はないが､ 就学義務がないため怠学はあるこ

と､ 保護者対応については､ ｅメールによる圧力な

どにより保護者の過剰な要求をいかに受け止めるか

が課題となっていることなど､ フィンランドの子ど

もや教育を取り巻く状況においても､ 問題は山積し

ている現状が報告された｡ その上で､ 日本とフィン

ランドの子どもの教育の違いとして､ 身に付けるべ

き力の違いがあると指摘し､ フィンランドでは学校

教育段階で ｢生涯学び続ける力｣ を定着させること

に主眼が置かれていることを提起した｡

第２部では､ フィンランド教育の概要と日本の子

どもの育ちの課題について共通認識を持った上で､

それでは今後､ どのように取り組めばよいのかとい

う具体的方策について､ 各お立場より論じていただ

いた｡

渡邊氏からは､ フィンランドの教育において重視

されている ｢頭と体の一体感｣ について報告され､

図画工作や技術・家庭科において小学校の１年生で

針と糸を扱い､ ５年生では電気のこぎりを扱うこと

が教育課程に組み込まれていることが報告された｡

桑原氏からは､ ｢活用力は生活改善・ドリルで力

がつくのか？｣ という疑問が呈され､ まず活用力の

向上には､ 教師自身が活用力を高めるために､ 地域

社会での体験の豊かさと資源の活用､ 知識の多様性

などを身につけることが必要であると指摘した｡

井上氏からは､ フィンランドの教育事例を見ると､

子どもが自分で目標を決めて､ 自分で進めていく力

に長けていることを報告し､ 子ども自身が自分の体

験を見直す経験が重要であり､ 大人はその機会を担

保する必要があることが提起された｡

フロアからの質疑を経て､ 最後に各登壇者より今

日のフォーラムのまとめを行っていただいた｡

井上氏からは､ プロセスの大切さと子どもの参画

の保障の重要性が提起された｡

桑原氏からは､ 子どもの生きる力を育てるために､

まずは学校での対話とそれを教師が引き出す力を身

につけることが重要であると提起された｡

渡邊氏からは､ オーガナイズ (�������	) される

という教育の親切さは､ 時に学習に ｢困る経験｣ を

喪失させることを指摘し､ 不親切なシステムである

ことが日常生活・体験での ｢いびつさ｣ を生み､ 活

用力や対応力の幅を広げるのではないかと指摘さ

れた｡

最後に､ 永田より､ 基調講演及びフォーラムの内

容を踏まえて､ 今の日本の教育において着目される

のは､ ｢(活用されない) 活用力｣ であり､ 子どもの

総合的な成長を遂げるためには､ 生活を基盤とした

学力が不可欠であり､ その点において生活体験学習

の果たす役割は小さくないことを庄内町生活体験学

校などの事例をもとに指摘した｡
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４. まとめにかえて

こうしたフィンランド及びフィンランド教育の事

例に学びつつ､ フォーラムにおける議論､ そして生

活体験学習の果たす教育的意義と重ね合わせて総括

的にまとめると､ ｢ソーシャル・キャピタル３)とし

ての人材養成｣ と､ そのための ｢人間の尊厳の回復

を前提とした教育の転換｣ の必要性が提起されたと

見ることができよう｡

ソーシャル・キャピタルの内実に関する詳細な議

論については割愛するが､ ｢ソーシャル・キャピタ

ルの形成は人的資本の創出に寄与し､ 人的資本とソー

シャル・キャピタルは､ 相互補完的､ 相互強化的な

関係にある４)｣ と言われている｡ つまり､ 教育及び

人材養成を人的資本としてだけでなく､ ソーシャル・

キャピタルと捉えることにより､ 経済の豊かさと個

人の能力開発の両面を実現しえたのである｡ しかし､

ソーシャル・キャピタルは国家主導で､ 強制的に生

み出そうとしても生み出されるものではなく､ そこ

には歴史的な蓄積が求められる類のものである｡ ま

た､ パットナムが示すように ｢信頼｣ ｢規範｣ ｢ネッ

トワーク｣ を媒介･基盤とした社会組織を創出する

ことが志向されており､ そこには学校教育だけにと

どまらない可能性をフィンランドは有しているので

ある｡

つまり､ こうした議論の中で明らかとなったのは､

①近代学校制度の確立における教育の機能分化と関

係性の断絶､ そして学校教育における教育機能の占

有と委託化の進展､ ②機能分化した中での過度且つ

個別的な能力主義の進展に伴う人々の主体性の衰退

という生活現実､ ③現行の ｢教育改革｣ における当

事者である子ども及びその子どもの成長発達に第一

義的責任を有する保護者の､ 教育に対する主体意識

の喪失と参画の必要性という３点ではなかったろう

か｡ 特に､ ③については､ 昨今の日本における学力

論に顕著に示されており､ 本来ならば ｢なぜ学力を

向上させることが必要なのか｣､ ｢現代社会を生きる

ために求められる学力とは何か｣ が問われることな

く､ 学力テストの点数や国際学力比較における順位

が注目され､ ｢学力向上｣ 自体が目的化しているこ

とに現れていよう｡

そうした問題性に鑑みつつ､ 子どもを中心とした

学力論の確立と､ 家庭 (保護者) ―学校 (教師) ―

地域 (住民) の信頼関係の再構築を前提とした ｢社

会全体で子どもを育てる｣ という認識の共有と､ 主

体的且つ多様な人材の参画による学校づくりと集団

の有する教育力の再生が待たれているのではないだ

ろうか｡ 学びの主体としての子どもの現状や生活現

実を基点にした ｢学力｣ の概念規定と､ それを取り

巻く体制の整備や参加の方途の保障の双方が実現さ

れてこそ､ 現代における貧困や格差に対抗しうる教

育を創出し､ 実現へと結実するであろう｡ そして､

そうした子どもの主体性を担保した教育活動の創出

と､ それを支援する大人や地域の信頼構築にこそ､

これまでの生活体験学習が積み重ねてきた研究と実

践の蓄積が生かされるのではないだろうか｡

この学力との関連に関する議論は､ 生活体験学習

においては古くから何度も議論を重ねてきたテーマ

ではあるが､ それが2000年代に入り､ 教育や生活基

盤､ そして人々の生活意識が大きく変容する中で､

再度､ 焦点化する意義は決して小さくない｡ そして､

それは研究のための研究でもなく､ 実践の広がりだ

けで達成されるものでもなく､ 研究と実践をその両

輪に据えた本学会に課せられた社会的使命であると

言っても過言ではないだろう｡ 子どもの教育に関わ

るすべての者が､ まず子どもの存在を中心に据えた

原点に立ち戻り､ ｢人間が存在欲求という幸福を追

究できる社会｣ をいかに創造するかを志向してこそ､

本当の ｢教育改革｣ が実現できるのではないだろう

か｡

今回のフォーラムは進行役の未熟さもあり､ 結論

を一つにまとめることはなかった｡ しかし､ 学会に

おける新しい切り口と意欲をお汲み取りいただけれ

ば幸いである｡ そして､ 今回のフォーラムを契機と

して､ 本学会における生活体験における理論の深化

と実践の広がりを､ 学会員の皆様との積極的な交流

を通して進めていくとともに､ 学会のこれから10年

に向けた､ 新たな地平が切り拓かれることに期待し

たい｡

【文責：永田 誠】

註

１) 古賀倫嗣 ｢学会設立10周年記念シンポジウム開催趣旨｣

より

２) 事実､ 中山文部科学大臣発言以来高まった ｢ゆとり教

育｣ の反省に立った ｢新たな学力観｣ における学力向
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上政策をとっても､ 子どもたちの学力が向上したと明

確な結果は得られていない｡

３) パットナムは､ その1993年の著書 『�������	
��
���

��
�(邦題：哲学する民主主義)』 (1993年) において､

ソーシャル･キャピタルを ｢人々の協調行動を活発にす

ることによって社会の効率性を高めることのできる､

｢信頼｣ ｢規範｣ ｢ネットワーク｣ といった社会組織の特

徴｣ と定義した｡ すなわち､ ソーシャル・キャピタル

は集合行為のジレンマの最善な解決策､ そして民主主

義を機能させる鍵として提示した｡

ただし､ ソーシャル・キャピタルという概念につい

ては依然様々な議論が行われており､ その明確な定義

に関しては､ 一般的な合意が存在しているというわけ

ではない｡

４) 内閣府国民生活局 『平成14年度内閣府委託調査 ソーシャ

ル・キャピタル：豊かな人間関係と市民活動の好循環

を求めて』 平成15年６月参照｡

ソーシャル・キャピタルは他の資本と異なり､ 通常

は公共財であり､ 間接的に生産されるとされる｡ また､

人的資本が教育によってもたらされるスキル・資質・

知識のストックを表す個人の属性であるのに対し､ ソー

シャル・キャピタルは､ 個人間の関係､ 社会的ネット

ワーク､ 互酬性の規範など､ コミュニティの属性を多

く有する｡
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